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2020年から2021年にかけては，新型コロナウイルス感染症の影響により，長距離旅行は自粛を求められ

る時期や「Go Toトラベル」など促進される時期などその行動量は大きく変化し続けたと想定される．こ

の時期の，各政策による人々の行動変化を把握することは，今後同様な事態が生じた際の貴重な経験とな

る可能性がある．そこで本研究では，重力型モデルを用いて行動変化の時系列分析を行った．その結果，

全国一律の減少がある形ではなく，人口の多い都道府県の発生・集中が特に減少したことと，さらに長距

離ほど減少量が大きかったことが明らかになった．また，混合効果モデルを用いて複数種類のランダム項

を用いることで，残差の特徴も明らかにした．  
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1. はじめに 

 

2019年 12月 8日中国湖北省武漢市で世界初の感染者

が確認されてから，世界中に感染が拡大し，現在（2022

年 2月 2日）までに世界中で3億 7833万人の感染者が確

認され，死者は 230 万人に上る 1)．日本国内でも感染者

267万人，死者 18000人が確認されている 1)．新型コロナ

ウイルスは，季節性インフルエンザに比べて重篤になる

症例が多く，また，有効な治療薬がすぐに作れなかった

ことから人との接触を最低限にする対策がとられた．日

本政府は「緊急事態宣言」，「まん延防止等重点措置」

などを中心とする施策を行い，外出自粛要請・興行場、

催物等の制限等の要請・指示（潜伏期間、治癒するまで

の期間等を考慮）・住民に対する予防接種の実施（国に

よる必要な財政負担）・医療提 供体制 の確保（臨時の 

医療施設  等）等を行った． 

ここでの「緊急事態宣言」2)とは，新型インフルエン

ザ対策特別措置法に基づき，政府対策本部長である首相

が出せる宣言のことである．専門家の意見を基に，国民

の生命や健康に著しく重大な被害を与える恐れ，全国的

かつ急速なまん延により国民生活と経済に甚大な影響を

及ぼす恐れといった 2つの要件を満たすかを判断する．

発令に自治体の要請が必要なわけではない．宣言が発令

されると，対象地域の都道府県知事は明確な法的根拠を

持って住民への様々な要請が可能になる．知事は不要不

急の外出自粛や飲食店の休業要請のほか，学校や福祉施

設といった施設の使用制限の指示，臨時の医療施設の開

設などについて権限を持ち，宣言の解除時期は感染状況

や医療提供体制などから政府が総合的に判断する． 

一方，「まん延防止等重点措置」3)とは，政府が対象

とした都道府県の知事が，市区町村などの特定の地域を

限定として対象地域を定めることができる措置であり，

これにより緊急事態宣言が出されていなくても，集中的

な対策が可能となる．まん延防止等重点措置を講じる要

件としては，新規陽性者数などの状況を踏まえ，都道府

県で感染拡大の恐れがあり，医療の提供に支障が生じる

恐れがあると認められることと定められている．このま

ん延防止等重点措置により都道府県は，飲食店などの店

舗や施設に対して，従業員の検査受診の推奨，入場者の

整理，発熱などの症状がある人の入場の禁止，入場者へ
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感染予防のための措置の周知と，それを行わない人の入

場禁止などが行える．これらの政策によって人の移動は

減少したが，その減少の様子は政策により一律な移動の

抑制を期待していた政府の意図とは異なり，地域ごとに

感染者数や地域独自の施策などによって，時間経過とと

もに変化していくことが予想される． 

このとき，感染の拡大を防ぐために，都道府県間をま

たぐような旅行行動についても，自粛が要請された．た

とえば，2022年 1月 27日から 2月 20日を期間として発

令された石川県のまん延防止等重点措置では，県外との

不要不急の往来，及び来県の自粛が要請されている 4)．

また，金沢大学では，帰省や余暇活動時の濃厚接触によ

り多くの感染が確認されるとして，旅行自粛の呼びかけ

やオンラインによる授業が行われている 5)．つまり，都

道府県をまたぐ旅行行動は，自治体からの要請だけでな

く，学校や職場などからも特定にする形で自粛が要請さ

れていた． 

それでは，都道府県をまたぐ旅行行動はどのように変

化してきたのだろうか．この変化を知ることによって，

自粛要請に対する感度の差異を明らかにすることができ

る．これは，将来的に同様なパンデミックが起こった際

の，要請方針の検討に使うエビデンスとして役に立つ． 

ここで，既往研究について整理する．新型コロナウイ

ルスに関する研究としては，秦ら 6)や原田ら 7)があげら

れる．秦らは，モバイル空間統計データを用いて，鉄

道・航空・乗用車などの各手段別の移動量の変化ととも

に，手段にかかわらない広域の移動量を推計した．そし

て，日本全体での流動の変化をとらえ，新型コロナウイ

ルスによる都市間移動特性の変化の全体像の把握を試み

た．この研究では，分析期間を2020年1月1日から2020

年 6 月 30 日までを対象としている．分析対象空間は初

期に感染率が高く，独自の緊急事態宣言の発令された北

海道の他都道府県との流動，分析期間中に最後まで流動

を自粛する対象とされていた東京都と他都道府県との流

動としている．この研究では平日と休日についてそれぞ

れ分散分析による検定を行い，流出に対して，流入の減

少幅が大きいこと，さらにそれらの回復は 6月に非常事

態宣言とそれに伴う県間移動の自粛終了後も期間前に対

して回復していないことなどを示している． 

また，原田らはスパース非負値行列因子分解を用いて，

コロナウイルス流行期の県間旅行行動の変容分析を行っ

ている．この研究では，モバイル空間統計による人の移

動行動のデータを時系列パターンと空間パターンを示す

成分に分けることで，緊急事態宣言での移動の減少や，

都道府県をまたぐ行動のパターンとして「平日の業務・

通勤行動」「居住都道府県での滞在行動」「長期休暇時

の大都市から地方部への移動行動」「週末の外出行動」

の 4パターンを抽出し，それぞれの行動のコロナウイル

スによる影響を明らかにした． 

秦らの研究では，分析対象を東京都と北海道の他都道

府県との移動にしているため，コロナ禍での各都道府県

の移動の変化や，地域ごとの変化の特徴を知ることがで

きない．また，原田らの研究では，時系列パターンと空

間パターンの変化からコロナ禍での移動への影響を分析

しているが，移動量の少ない地域の行動を考慮できない．

その一方で，本研究では，重力モデルを用いて全都道府

県を対象に研究を行うことで人口や距離の影響の大きさ

に着目して分析していく．このようなアプローチをとる

ことで，移動量の多い場所と少ない場所などの地域によ

る移動変化の違いを分析していくことができる．さらに，

分析期間をより長期なものとして移動の時間経過による

変化も知ることができる．  

前述の内容を踏まえ本研究では，新型コロナウイル

ス・パンデミックの期間において，都道府県をまたぐよ

うな都市間旅行がどのように変化したのかを明らかにす

ることを目的とする． 

具体的には，モバイル空間統計データを用いることで，

都道府県間移動量の毎日での変化を見る．コロナ禍の移

動変化には，都道府県間の距離による偏りがあると考え

られる．そのため，移動量を距離と人口規模により表す

ことのできる重力モデルを，本研究では扱っていく．ま

た，コロナ禍での移動には，人口規模と距離のほかの未

観測要因が多く存在すると考えられる．そこで，残差の

特徴も明らかにしていく．これらを知ることによって，

コロナ禍での移動変化の特徴が分かる．この特徴は，コ

ロナ禍での政府の対策に対する人々の反応のサンプルと

しての価値がある． 

 

 

2. 分析データ 

 

本研究では，ドコモ・インサイトマーケティングが提

供するモバイル空間統計データ 8)を用いて分析を行う． 

 モバイル空間統計データとは，携帯電話ネットワーク

での各基地局のエリアごとに所在する携帯電話を周期的

に把握している，という仕組みを利用して携帯電話の台

数を集計し，地域ごとのドコモの普及率を加味すること

で人口を推計している情報のことである．データは最小

で125~500mメッシュの1時間ごとの人口を，24時間365

日，「性別」「年代」「居住エリア」「国・地域」など

の切り口から分析することができる．推計対象となる空

間的な範囲は携帯電話のサービスエリアとほぼ等しく，

日本全国の市町村役場を 100%カバーしている．そのた

め，「いつ，どんな人が，どこから，どこへ」といった
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人の動きを継続して把握することができる．このデータ

は官公庁，自治体，研究機関，民間企業などに利用され

ており，まちづくり，防災計画，商圏調査，観光向けプ

ロモーション，イベント分析など幅広い分野で活用され

ている．また，携帯電話普及率の低い 80 歳以上や，携

帯電話サービスの契約を行えない 14 歳以下に関する人

口はモバイル空間統計の推計対象外とされており，

15~79歳の人口が推計対象となっている． 

 本研究では，新型コロナウイルス禍での移動変化の特

徴及び，コロナ以前との違いを分析する．そのために，

2014年3月1日から2021年9月30日の期間（2771日），

居住都道府県からの滞在人数が多いと考えられる 13 時

台の居住地外に滞在している人数の推計値を用いていく．

分析は全ての都道府県単位の居住地-滞在地ペア（以降，

この情報をODペアとして扱う）について行う． 

 

 

3. 基礎集計 

 

本節では，基礎集計として移動変化の空間差を確認し

ていく． 

 ここでは，東京都を居住地とする人々を対象としてコ

ロナ前後での居住地外への移動量変化の空間分布を図化

していく．本節の分析では，2019年4月16日から2019年

12月31日までを「コロナ前」，2020年4月16日から2020年

12月31日までを「コロナ禍」として，コロナ禍での移動

量の平均値をコロナ前の平均値で除したものを変化率と

する．  

 

 

図1 居住地が東京都の人の旅行量の変化率 

 

 図1より，居住地から近くの都市への移動は減少率が

低く，居住地から離れるほど移動は減少率が高い傾向に

あることが分かる．近隣の県への移動の減少率が低かっ

た原因は，よりキャンセルが困難な重要な移動や通勤行

動が多いこと，多くの人と空間を共有し感染リスクが予

想される電車・航空などの公共交通機関が必要となる移

動を避けて，相対的に自家用車での移動は実施された可

能性がある．その一方で，大都市である東京都を居住地

とする人々の移動は，北海道や宮城県，福岡県といった

地方の大都市がある都道府県への移動の減少率が，その

他の県に比べて小さい傾向にある．つまり，大都市から

大都市への移動はコロナ禍であっても置き換わりしづら

く，ある程度残っていたことが分かる． 

 このように，コロナ禍での移動変化の特徴は居住地と

旅行先の組み合わせごとに異なり，そこには都市間の距

離や居住地と旅行先の人口規模が関係している推測でき

た．また，北海道や沖縄県は都市からの直線距離が遠く

ても移動の減少量が少ないことから，コロナ禍での移動

は単純な空間距離ではなく，時間距離が影響していると

思われる．これらの移動変化の特徴は，都市の移動量を

都市の人口や距離を用いて表す重力モデルを用いて説明

ができると考えられる．このような特徴を踏まえて，本

研究では重力モデルをベースとした分析を行う． 

 しかし，北海道や沖縄県は観光地としても魅力のある

道・県であり，これらの地域への来訪者数の多さは，人

口や時間距離では説明することができない．そしてこれ

らの要因も，コロナ禍での移動変化に影響していると考

えられる．そのため，これらの影響に関する変化もでき

るだけとらえられるような分析方法を採用していく． 

 

 

4. モデルの提案 

 

(1) 分析モデルの概要 

本研究では，一般化線形混合モデルを用いた分析を行

う．重力モデルではフローの観測値がそれぞれ独立であ

ると仮定しており，OD 表データ特有の同じ空間（居住

地か旅行先）の情報が複数含まれるという，従属性を考

慮できないという欠点がある．この情報を扱うことで，

移動目的による移動量減少の様子の違いといった，新型

コロナウイルスに起因する重要な情報を扱える可能性が

ある．そのため，通常の重回帰モデルでは説明できない

出発地や目的地ごとのばらつきをランダム変数として考

慮するために，ランダム効果を含む混合モデルを用いる．

ここで，旅行者数𝑌𝑖,𝑗,𝑑は正規分布ではなく，ポアソン分

布に従うと考えられる．ポアソン分布は，滅多に起こら

ない出来事が任意の時間あたりに起こる回数を表す離散

確率分布であり，カウントデータに正しく対応する確率
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分布である．移動量は，必ず整数であり負の値を取るこ

とはない．また，例えば，青森県から鳥取県への移動は

まれなものであり，正規分布よりポアソン分布の方が適

しているであろう．そこで本研究では，より適したモデ

ルとしてポアソン分布を適用したモデルを用いる． 

𝜆𝑖,𝑗,𝑑 = 𝑒𝛼𝑑𝑃
𝑖

𝛽1,𝑑𝑃
𝑗

𝛽2,𝑑𝐷
𝑖,𝑗

𝛽3,𝑑exp⁡(𝜀𝑖 + 𝜀𝑗 + 𝜀𝑑) (1) 

ln(𝜆𝑖,𝑗,𝑑) = 𝛼𝑑 + 𝛽1,𝑑 ln𝑃𝑖
+ 𝛽2,𝑑 ln 𝑃𝑗
+ 𝛽3,𝑑 ln𝐷𝑖,𝑗 + 𝜀𝑖,𝑑 + 𝜀𝑗,𝑑
+ 𝜀𝑖,𝑗,𝑑 

(2) 

𝑌𝑖,𝑗,𝑑~Poisson(𝜆𝑖,𝑗,𝑑) (3) 

この一般化線形混合モデルでは，式 (3) からわかるよう

に，誤差項（ランダム項）を3つに分けることで3種類の

変量効果を仮定している．3種類の変量効果（𝜀𝑖,𝑑，𝜀𝑗,𝑑，

𝜀𝑖,𝑗,𝑑）はそれぞれ出発地（𝑖）ごと，目的地（𝑗）ごと，

ODペア（𝑖, 𝑗）ごとのばらつきを示している．また，こ

こでモバイル空間統計による推計人口𝑌𝑖,𝑗,𝑑はポアソン分

布に従うものとしている． 

 

(2) 変量効果の意味と解釈 

(1)では3種類の変量効果（𝜀𝑖,𝑑，𝜀𝑗,𝑑，𝜀𝑖,𝑗,𝑑）を設定し，

それらが出発地ごと，目的地ごと，ODペアごとのばら

つきを表していると述べたが，本節ではこれら変量効果

の意味をより詳しく説明をする． 

 まず，本研究で用いる一般線形混合モデルは，線形予

測子に固定効果と変量効果（ランダム）を組み合わせた

モデルである．固定効果は全体の平均を変え，変量効果

は平均を変化させないけれど，全体のばらつきを変える

ものとなっている．例としては，植木鉢で育ててある植

物から種子をとってきて種子の生存確率を調べる分析が

あげられる9)．この分析での変量効果は，植物1つ1つの

個体差と各植物が育てられてある場所（鉢植え）の環境

差となっている．このとき，平均値が一致する条件で育

てられた二つの個体を比較するケースを考えよう．まず，

同じ鉢植えにある二つの個体を比較すると，前者（1つ1

つの個体差）の差を生む非観測要素のみが影響する．つ

ぎに，異なる鉢植えにある二つの個体を比較した場合は，

同じ鉢植えで比較したケースと比べて，鉢植えの差（環

境差）による差異も影響するために，より差異は大きく

なる可能性が高い．ランダム項を用いることで，このよ

うな特定の空間範囲ごとに作用する非観測要因の影響を

モデルに組み込むことができる． 

本研究での変量効果（𝜀𝑖,𝑑，𝜀𝑗,𝑑，𝜀𝑖,𝑗,𝑑）はすべて平均

ゼロとし，標準偏差（それぞれ𝜎，𝜎′，𝜎′′）を推定パラ

メータとする正規分布に従うとする．そして，これらの

ランダム項が，人口・距離以外の非観測要因を表現する

変量効果項（確率変数）となっている．この3つの変量

効果はそれぞれ出発地ごと，目的地ごと，ODペアごと

のばらつきを表している．ここでは，上述の「鉢植え」

の例が，出発地と目的地に相当する．つまり，出発地と

目的地が両方異なるペアの間での旅行者数の差よりも，

出発地が一致しているペアの間での旅行者数の差は，影

響する非観測要因が小さいために小さい可能性が高い．

この影響する非観測要因による程度が推定された分散パ

ラメータにより表現されることになる．なお，出発地と

目的地ごとの非観測要因が与える影響パターンは，図2

のようにOD表における縦・横方向に共通する． 

このような，変量効果を考慮することで，「沖縄や北

海道では観光時期に来訪者が多い」や，「この県では冬

には雪によって移動が減少する」といったような各県ご

との非観測要因が考慮されることになる．例えば，観光

時期に特定の都道府県への来訪者数が（人口に関係なく）

増えるのであれば，その時期の目的地ごとのランダム項

の分散が大きくなるであろう．また，冬の時期に出発

地・目的地ごとの分散がそれぞれ大きくなることが予想

される．本研究では，出発・目的地の人口と都市間の距

離を固定効果としていることから，変量効果はそれ以外

の非観測要因を示すことになる．そして，出発地ごとと

目的地ごとの変量効果（𝜀𝑖,𝑑，𝜀𝑗,𝑑）は，出発地・目的地

ごとの非観測要因による影響を示すものであるために，

分散の推定結果からその影響の大小を知ることができる．

この分散の大小と新型コロナウイルスによる影響・行動

変化との関係としては，以下のような関係が得られるこ

とが予想される．例えば，緊急事態宣言は全国を対象と

したものだけでなく，感染が深刻なある特定の都道府県

を対象とするものがある．このとき，緊急事態宣言の対

象地域への移動や，対象地域からの移動は対象外の地域

とは異なる変化をすることが予想される．この際，対象

地域と非対象地域では移動にばらつきが生じるため，分

散が大きくなると考えられる． 

 

図2 変量効果のOD表での意味 

 

 

5. 混合効果を考慮したモデルの推定結果  

 

本章では，パラメータの時間変化から，長距離旅行行

動の時間変化の特徴を考えていく．分析期間はモバイル
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空間統計データの利用が開始された，2014年3月1日から

2021年9月30日までとしている． コロナ前である2014年3

月1日から2019年12月31日までの約6年間の同日での平均

をとったものと，コロナ禍期間（2020年1月1日から2021

年9月30日まで）の時系列推移を同日で比較する．また，

それぞれ図中の緑色で示されている期間は，日本全体で

1か所以上の都道府県で緊急事態宣言が発令されている

期間となっている．これらの図から各パラメータの時間

変化の様子を分析し，その大小からコロナ禍での移動変

化の特徴を分析していく． 

 

 

図3 一般化線形混合モデルの𝜷𝟏,𝒅の推定結果  

 

(1) 固定効果 

a) 出発地人口の係数 

 図3は出発地の人口にかかる係数であるパラメータ

𝛽1,𝑑の変動を示している． 

 まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

以下の3点の特徴を読み取ることができる．一点目は，

多くの日の係数は，およそ0.75程度であることである．

これは，出発地の人口が2倍になったとき，旅行量は1.7

倍にしかならないことを意味しており，人口の少ない都

道府県ほど，同じ交通条件であれば，一人当たりの旅行

量が大きい傾向があることを示している．二点目は，年

末年始・ゴールデンウィーク・お盆の3期間にはこの係

数が大きくなることである．特に年末年始は，例年1を

上回る水準まで大きい値となっている．この係数が1を

上回ることは，一人当たりの旅行量の関係が逆転するこ

とを意味し，年末年始では人口が多い都道府県ほど一人

当たりの旅行量が大きくなる．これは，年末年始には，

大都市から地方部への帰省行動が卓越することを示して

いると思われる．三点目は，例年，1月と3月・4月にこ

のパラメータが小さくなる．つまり，人口の多い都道府

県より少ない地方部の都道府県の方が一人当たりの旅行

量が大きくなる傾向がより強くなる．これは，新年・年

度末・年度始まりの時期には会議等が多く，地方部から

大都市へ出張する量が多いことを反映している可能性が

ある． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていこう．ま

ず，全体のトレンドとしては年末年始・ゴールデンウィ

ーク・お盆でこの係数値が大きくなるという，季節変動

の特徴はコロナ禍においても見られることが分かる．一

方で，緊急事態宣言期間では，例年よりも値が大きく減

少した．1回目の緊急事態宣言では，緊急事態宣言が発

令される前の4月頭ごろから大きく値が減少し，最小で

0.62という値となった．これは，旅行の出発量の偏りが

大きくなり，一人当たりの旅行量の変化は人口の多い都

道府県でより顕著であったことを示している．緊急事態

宣言が解除された後は，回復傾向に転じるが，すぐに回

復することはなく，7月23日ごろまでかけて徐々に回復

した． 

その後，2020年の10月・11月ごろには，この係数の値

が例年の値より大きくなっている．この期間では，緊急

事態宣言の影響とは反対に，人口が大きいところほど一

人当たりの旅行量の回復率が，人口の少なかった都道府

県と比較すると相対的に大きかったことを示している．

この期間は，政府が実施していた「GoToトラベル」政

策の期間にも該当し，人口の多い県に居住する人の方

が，この移動を促進させる政策の効果が大きかったこと

を示している． 

2回目の緊急事態宣言に入った，1月8日ごろには再び

この係数が小さくなった．このときは，1回目とは異な

り，宣言された直後の2021年1月25日に最も小さい値

（通常時から0.11だけ少ない水準）をとり，そこから緊

急事態宣言解除の3月21日までにかけて徐々に回復して

いく推移をとる．解除された3月21日の，通常時平均と

の差は，0.01にすぎなかった． 

そして，4月25日に開始された3回目の緊急事態宣言で

は，この係数は通常時よりも小さい値をとったものの最

大の差でも-0.08程度であり，緊急事態宣言の1回目・2回

目と比較して大きな変化がなかった． 

コロナウイルス禍では，基本的に，緊急事態宣言のた

びにこの係数の値は通常時平均よりも小さな値をとる．

この係数は出発地の人口の係数であることから，緊急事

態宣言期間には出発地の人口規模による旅行量の偏りが

大きくなったことを示す．ここで，出発地の人口一人当

たりの旅行量は，人口が𝑥倍になった時𝑥(𝛽1,𝑑−1)倍にな

る．このことから，基本的には係数が1の時はどの都道

府県でも偏りがない時であり，係数の1からの差が大き

くなるごとに偏りが大きくなる．つまり，図3に見られ

るように，この係数は1より小さく，コロナ禍ではさら

に小さい値をとったことから，人口の多い県からの移動

減少の方が，人口の少ない県よりも大きかったことを示

している． 
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図4 一般化線形混合モデルの𝜷𝟐,𝒅の推定結果  

 

b) 目的地人口の係数 

図 4は目的地の人口にかかる係数であるパラメータ

𝛽2,𝑑の変動を示している． 

まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

以下の3点の特徴を読み取ることができる．一点目は，

多くの日の係数は，およそ0.65程度であることである．

これは，目的地の人口が2倍になった時，旅行量は1.6倍

にしかならないことを意味しており，人口の少ない都道

府県ほど，同じ交通条件であれば，居住者一人当たりの

来訪旅行量が大きい傾向があることを示している．二点

目は，年末年始・ゴールデンウィーク・お盆の3期間に

はこの係数が小さくなることである．特にお盆にはおよ

そ0.35まで小さな値を取り，人口の少ない県への来訪者

数が増える傾向が強まることが分かる．これは，お盆に

は，大都市から地方部への帰省行動が卓越することを示

していると思われる．三点目は，例年，1月と3月・4月，

9月・12月にこのパラメータが大きくなる．つまり，こ

の期間は人口の少ない地方部の都道府県より多い都道府

県の方が一人当たりの来訪者数が大きくなる傾向が強く

なる．これら二点目・三点目の特徴のように，パラメー

タ𝛽2,𝑑はパラメータ𝛽1,𝑑が大きい時期には，小さい値を

とる傾向があるといったように，逆の推移をしていくこ

とが分かる． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていこう．ま

ず，全体のトレンドとしては年末年始・ゴールデンウィ

ーク・お盆でこの値が小さくなるという，季節変動の特

徴は，おおよそ同様のものであることが分かる．一方で，

緊急事態宣言期間では，例年よりも値が減少した．1回

目の緊急事態宣言では，緊急事態宣言が発令される前の

2月28日ごろから値が減少したが，ゴールデンウィーク

には例年よりもやや大きな値となっている．また，コロ

ナ禍での値の減少から，旅行での一人当たりの来訪者数

の変化は人口の多い都道府県でより顕著であったことを

示している．緊急事態宣言解除後は，やや回復傾向に転

じるが，引き続き通常時平均よりも小さな値を取ってい

て，2回目の緊急事態宣言の直前である12月には通常時

平均よりも0.2程小さくなっている．この期間は新型コ

ロナウイルス感染症の拡大から，東京や大阪など人口の

多い大都市への旅行が「GoToトラベル」の対象から除

外された期間に該当し，人口の多い県への移動が減少し

たことを示している． 

2回目の緊急事態宣言に入った，2021年1月8日には再

び係数が小さくなった．このときは，2月21日ごろに最

も小さい値をとり，そこから緊急事態宣言解除の日（3

月21日）までにかけて徐々に回復していく推移をとる．

解除された3月21日の通常時平均との差は，0.06程であっ

た．そして，4月25日に開始された3回目の緊急事態宣言

では，この係数は通常時よりも小さな値を取り，最大の

差も0.28程度と大きかったが，2021年のゴールデンウィ

ーク以降は通常平均との差は小さくなっている． 

また，目的地の人口一人当たりの旅行量は，人口が𝑥

倍になった時𝑥(𝛽2,𝑑−1)倍になる．これらのことから，通

常時との係数の差が減少し，係数が１に近づくことは，

緊急事態宣言の都道府県間移動における目的地の人口一

人当たり旅行数の偏りは小さくなっていることが読み取

れる． 

 

図5 一般化線形混合モデルの𝜷𝟑,𝒅の推定結果  

 

c) 時間距離の係数 

 図 5は都道府県間の時間距離にかかる係数であるパラ

メータ𝛽3,𝑑の変動を示している． 

 まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

以下の3点の特徴を読み取ることができる．一点目は，

およそ-3.40程度であることである．これは，都道府県間

の時間距離が2倍になると，旅行量は0.09倍になること

を意味しており，都道府県間の時間距離が大きくなる程，

旅行量が減少する傾向があることを示している．二点目

は，ゴールデンウィーク・年末年始の2つの期間にはこ

の係数が大きくなることである．特に年末年始には，例

年-3.0を上回る水準まで大きい値となっている．これは，
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年末年始には帰省のために長距離の移動が卓越するため

であると思われる．三点目は，変動が一週間周期で生じ

ていることである．平日には係数が大きくなるため長距

離旅行が多く，休日は係数が小さくなり短距離の移動が 

多くなることが読み取れる． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていこう．ま

ず，全体のトレンドとしては，年末年始でこの係数が大

きくなるという，季節変動の特徴は同様の変化があった

ことが分かる．一方で，緊急事態宣言期間では，例年よ

りも値が大きく減少した．1回目の緊急事態宣言では，

緊急事態宣言が発令された後の5月10日ごろから大きく

値が減少し，最小で-4.2という値となった．係数は時間

距離に対して指数的にかかる乗数であるため，旅行量の

変化は長距離の移動でより顕著であったことを示してい

る．緊急事態宣言が解除された後も，通常時平均よりも

小さな値を取っているが，年末年始には回復が見られる． 

次に，2回目の緊急事態宣言では，宣言された直後の1

月12日ごろから通常時平均よりも小さな値となり，そこ

から緊急事態宣言解除の日（2021年3月21日）ごろに一

旦回復した．しかし，それ以降また，（緊急事態宣言下

でない状態においても）通常時平均との差が大きくなっ

た．そして，4月25日に開始された3回目の緊急事態宣言

では，この係数は通常時よりも小さい値を取り，8月11

日ごろに若干回復したものの，それ以降も通常時よりも

小さな値となっていた． 

このことから，期間が経過しても緊急事態宣言期間に

は、都道府県間移動における長距離移動は，短距離と比

較して減少比が大きい状態で継続していたことが読み取

れる． 

 

図6 一般化線形混合モデルの𝜶𝒅の推定結果  

 

 

d) 切片 

 図 6は式 (2) での切片にあたるパラメータ𝛼𝑑の変動を

示している． 

 まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

以下2点の特徴を読み取ることができる．一点目はゴー

ルデンウィークの期間にはこのパラメータの値が大きく

なることである．二点目は，年末には小さな値を取るこ

とである．このパラメータは切片にあたるものであるた

め，これら2点の特徴は係数𝛽1,𝑑，𝛽2,𝑑，𝛽3,𝑑の影響で変

動することが考えられる．その変動の様子は，𝛽1,𝑑・

𝛽2,𝑑が大きく（式(2)での出発地・目的地の人口の傾き大

に）なると𝛼𝑑は小さな値に，𝛽3,𝑑が大きく（式(2)での時

間距離の傾きが小に）なると𝛼𝑑は小さな値になると思

われる． 

次に，新型コロナウイルス禍における変化を見ていこ

う．まず，全体のトレンドとしてはゴールデンウィーク

に大きな値を，年末には小さな値を取るという季節変動

の特徴は見られなくなった．また，緊急事態宣言期間で

は，例年よりも値が大きく増加した．1回目の緊急事態

宣言では，緊急事態宣言が発令された4月7日ごろから通

常時平均よりも大きな値を取り始め，ゴールデンウィー

クには通常時平均よりも小さな値となっているが，それ

以降も通常時平均よりも大きな値を取り緊急事態宣言が

解除された5月25日ごろには通常時平均との差が，最大

でおよそ4.3となっている．その後は回復傾向に転じる

が，すぐに回復することはなく2回目の緊急事態宣言直

前まで，通常時平均よりも大きな値を取っていた． 

次に，2回目の緊急事態宣言に入った2021年1月8日ご

ろには再びこのパラメータが大きくなった．2月13日ご

ろに通常時平均が最大となり，およそ4.4で1回目の緊急

事態宣言と同じような水準であったが，その後は回復傾

向に転じ，宣言が解除された3月21日ごろには通常時と

ほぼ同じ水準であった．そして，4月25日に開始された3

回目の緊急事態宣言では，この係数は通常時よりも大き

な値を取り，最大での差は3.2程度であり，1回目・2回

目と比較して通常時との差はやや小さくなっていた．ま

た，その後は回復傾向に転じており，このことから，期

間が経過するごとに緊急事態宣言の都道府県間移動に与

える影響は小さくなっていることが読み取れる． 

 

(2) 変量効果 

 ここではコロナ前とコロナ禍での出発地ごと，目的地

ごと，ODペアごとの3種類についての変量効果の時間変

化について述べる． 

a) 出発地人口の変量効果項 

図 7は出発地ごとのばらつきを表す変量効果𝜀𝑖,𝑑の時

間変化について示している．変量効果𝜀𝑖,𝑑の値は出発地

ごとでの人口によらない理由での都道府県間移動のばら

つきを示しており，その値が大きいほど出発地ごとでの

ばらつきが大きく，出発判断への影響が大きくなること

が考えられる． 
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図7 出発地ごとでの変量効果𝜺𝒊,𝒅（コロナ前後での比較）  

 

まず，新型コロナウイルスの影響のない期間では，年

始とお盆に大きな値を，3月・8月・10月には小さな値を

取るという特徴を読み取ることができる． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていく．まず，

コロナ前に見られた年始とお盆に大きな値を取り，3

月・8月・10月に小さな値を取るという季節変動の特徴

は見られなくなっている．また，1回目の緊急事態宣言

では宣言が発令される前の，4月1日ごろから通常時より

も大きな値を取っており，5月17日にはその差が最大約

0.1になっている．宣言が解除された5月25日ごろから値

は回復傾向に転じ，11月ごろには通常時に水準になった． 

2回目の緊急事態宣言では，宣言が発令された2021年1

月8日ごろから通常時よりも大きな値となったが，その

差は最大で0.08程度であった．そして，4月25日に発令さ

れた3回目の緊急事態宣言では，通常時との差が最大で

0.07程度であった．その後回復傾向に転じ，期間内に通

常時の水準まで回復していた．このことから，期間が経

過するごとに緊急事態宣言下での移動の出発地ごとでの

ばらつきは小さくなることが読み取れる． 

 

図8 目的地ごとでの変量効果𝜺𝒋,𝒅（コロナ前後での比較） 

 

b) 目的地人口の変量効果項 

図 8は目的地ごとのばらつき表す変量効果𝜀𝑗,𝑑の時間

変化について示している．変量効果𝜀𝑗,𝑑の値は目的地ご

とでの人口によらない理由での都道府県間移動のばらつ

きを示しており，その値が大きいほど目的地ごとでのば

らつきが大きく，目的地への影響が大きくなることが考

えられる． 

まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

毎年3月・7月に大きな値を取り，1月・4月・5月・11月

に小さな値を取るという特徴を読み取ることができる． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていく．まず，

全体のトレンドとしては3月・7月に大きな値を取り，1

月・4月・5月・11月に小さな値を取るという，季節変動

の特徴は，2020年7月に大きな値を取る変化が見られな

くなったことを除けば，おおよそ同様の変化があったこ

とが分かる．また，1回目の緊急事態宣言では，宣言が

発令された後の5月25日に通常時との差が最も大きくな

り0.04程度であった．その後緊急事態宣言の解除に伴い

値は減少していき，6月23日には通常時よりも0.12ほど小

さな値になった．その後，値は増加していき通常時と同

じ水位となった． 

次に2回目の緊急事態宣言では，宣言が発令された

2021年1月8日に再び値が小さくなった．この時は，1回

目とは異なり，宣言が解除される3月21日まで一度も通

常時より大きな値を取ることはなかった．続いて4月25

日に発令された3回目の緊急事態宣言では，宣言前の4月

10日ごろから通常時よりも大きな値を取り，ゴールデン

ウィークの5月3日にはその差が0.08ほどまでになった．

その後値は減少し，緊急事態宣言期間に通常時よりも大

きな値を取ることはなった． 

このことから，目的地ごとのばらつき表す変量効果

𝜀𝑗,𝑑は，コロナ禍では基本的に通常時よりも小さな値を

取っており，コロナ禍において特別な非観測要因の存在

は考えにくいことが分かる． 

 

図9  ODペアごとでの変量効果𝜺𝒊,𝒋,𝒅（コロナ前後での比較） 

 

c) ODペアごとの変量効果項 

 図 9はODペアごとのばらつき表す変量効果𝜀𝑖,𝑗,𝑑の時

間変化について示している．変量効果𝜀𝑖,𝑗,𝑑の値はODペ
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アごとでの都道府県間移動のばらつきを示しており，そ

の値が大きいほどODペアでのばらつきが大きくなるこ

とが考えられる． 

 まず，新型コロナウイルスの影響のない期間を見ると，

毎年2月・ゴールデンウィーク後半・7月に大きな値を取

り，ゴールデンウィーク前半・5月・11月年末に小さな

値を取るという特徴を読み取ることができる． 

新型コロナウイルス禍における変化を見ていこう．ま

ず，2月・ゴールデンウィーク・7月ごろに大きな値を取

り，年末には小さな値を取っており，季節変動の特徴は

やや満たしていることが分かる．また，緊急事態宣言で

は，1度目の緊急事態宣言において，宣言が発令される

前の4月1日ごろから通常時よりも大きな値を取り始め，

5月16日には通常時との差が最大の0.29ほどになった．そ

の後回復傾向に転じ，2回目の緊急事態宣言直前の年末

年始には通常時の水位になった． 

2回目の緊急事態宣言では，宣言後から次第に通常時

との差が拡大していき，その差は3月27日に最大の0.12ほ

どになった．3回目の緊急事態宣言では，宣言直後のゴ

ールデンウィークに通常時と同様の水準になったが，そ

の後通常時よりも大きな値となり，その差は最大で0.15

ほどであった．このことから，ODペアごとのばらつき

は緊急事態宣言のたびに大きくなるが，時間経過に伴い，

そのばらつきの大きさは減少していくことが読み取れる． 

前章での混合効果を考慮した固定効果と本章での変量

効果の時間変動の結果から，人の都道府県間移動におけ

る，出発地・目的地の人口以外の要因の存在とその分散

の大きさを明らかにした． ODペアごとのばらつきは，

時間距離ではなく出発地・目的地の特徴による影響が大

きいと考えられる．また，コロナ禍では発地ごとのばら

つきが大きく，特に緊急事態宣言期間に大きかったこと

から，通常時との差にはコロナウイルスの陽性患者数と

いった情報が関係していると考えられる． 

 

 

6. 陽性患者数を考慮した分析 

 

本章では，前章における結果を踏まえて， 陽性患者

数を考慮したモデルを提案し，そのモデルによる分析を

行う． 

(1) 陽性者数を考慮したモデルの概要 

陽性患者数を考慮したモデルとしては，陽性患者数を

表す項の入れ方から二つのパターンの式が考えられる．

その式は，式 (4) と式 (8) である． 

𝜆𝑖,𝑗,𝑑 = 𝑒𝛼𝑑𝑃
𝑖

𝛽1,𝑑𝑃
𝑗

𝛽2,𝑑𝐷
𝑖,𝑗

𝛽3,𝑑exp⁡(𝜀𝑖 + 𝜀𝑗 + 𝜀𝑑) 
(1) 

ln(𝜆𝑖,𝑗,𝑑) = 𝛼𝑑 + 𝛽1,𝑑 ln𝑃𝑖
+ 𝛽2,𝑑 ln 𝑃𝑗
+ 𝛽3,𝑑 ln𝐷𝑖,𝑗 + 𝜀𝑖,𝑑 + 𝜀𝑗,𝑑
+ 𝜀𝑖,𝑗,𝑑 

(2) 

ln(𝜆𝑖,𝑗,𝑑) = 𝛼𝑑 + (𝛽1,𝑑
′ + 𝛽1,𝑑

′′ 𝐼𝑖,𝑑) ln 𝑃𝑖
+ (𝛽2,𝑑

′

+ 𝛽2,𝑑
′′ 𝐼𝑗,𝑑) ln 𝑃𝑗

+ 𝛽3,𝑑 ln𝐷𝑖,𝑗 + 𝜀𝑖,𝑑 + 𝜀𝑗,𝑑
+ 𝜀𝑖,𝑗,𝑑 

(4) 

𝛽1,𝑑 = 𝛽1,𝑑
′ + 𝛽1,𝑑

′′ 𝐼𝑖,𝑑 (5) 

𝛽2,𝑑 = 𝛽2,𝑑
′ + 𝛽2,𝑑

′′ 𝐼𝑗,𝑑 (6) 

𝜆𝑖,𝑗,𝑑 = 𝑒𝛼𝑑𝑃
𝑖

𝛽1,𝑑𝑃
𝑗

𝛽2,𝑑𝐷
𝑖,𝑗

𝛽3,𝑑𝐼𝑖,𝑑
′ 𝐼𝑗,𝑑

′ exp⁡(𝜀𝑖 + 𝜀𝑗
+ 𝜀𝑑) 

(7) 

ln(𝜆𝑖,𝑗,𝑑) = 𝛼𝑑 + 𝛽1,𝑑 ln 𝑃𝑖
+ 𝛽2,𝑑 ln 𝑃𝑗
+ 𝛽3,𝑑 ln𝐷𝑖,𝑗 + 𝛽4𝐼𝑖,𝑑

′

+ 𝛽5𝐼𝑗,𝑑
′ + 𝜀𝑖,𝑑 + 𝜀𝑗,𝑑 + 𝜀𝑖,𝑗,𝑑 

(8) 

 

式 (5)，式 (6)の𝐼𝑖,𝑑・ 𝐼𝑗,𝑑はそれぞれ人口10万人あたり

の移動日前一週間での平均新規陽性患者数を表しており，

𝐼𝑖,𝑑が出発地，𝐼𝑗,𝑑が目的地のものとなっている．式 (4)で

はこれまでの分析で用いてきた式2の出発地・目的地の

人口にかかる係数である𝛽1,𝑑, 𝛽𝑗,𝑑について𝐼𝑖,𝑑, 𝐼𝑗,𝑑を導入

することで人口にかかる係数と陽性患者数にかかる係数

の2つに分解している． 

また，式 (7) は式 (1) に出発地と目的地の移動前一週間

での平均新規陽性患者数を表す𝐼𝑖,𝑑
′ ・𝐼𝑗,𝑑

′ を追加した式と

なっている．𝐼𝑖,𝑑
′ ・𝐼𝑗,𝑑

′ は，𝐼𝑖,𝑑・ 𝐼𝑗,𝑑と異なり，人口10万

人あたりの数ではなく，その項自体が新規陽性患者数を

表している．式 (4)ではその値を入れるだけで分析を行

うことができるが，式 (8)ではそのまま分析を行うこと

ができないため，以下の処理を行っている． 

式 (8)では，移動前一週間での平均新規陽性患者数を

表す𝐼𝑖,𝑑
′ ・𝐼𝑗,𝑑

′ が0以下の場合，真数条件を満たさないた

め分析を行うことができない．そこで，各県での陽性者

数が0人の時は1人に変更することで真数条件を満たすよ

うに変更する．しかし，1日の陽性者数が全国で1人の場

合，プログラム上でランク落ちが発生し，分析を行うこ

とができなかった．そのため，陽性者数の最も多いOD

での陽性者数が2人以上であるときのみ，式 (8)を使い，

その他の場合では式(2)を用いて分析を行うことにした． 

 

(2) 陽性者数を考慮することでの変量効果の変化 

 ここでは，式 (4) と式 (8) で陽性者数を考慮したモデル

による分析精度の変化を，出発地ごと・目的地ごとの変

量効果𝜀𝑖,𝑑・𝜀𝑗,𝑑の変化から明らかにしていく． 

図10は出発地ごとの変量効果𝜀𝑖,𝑑の値を，陽性者数を
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考慮しない場合・考慮する場合（式 (4)）・考慮する場

合（式8）の3パターンで比較したものである．図から，

2回目と3回目の緊急事態宣言の間の2021年4月7日ごろに

陽性者数を考慮する場合（式8）での値が他よりも小さ

な値となっている．一方で，陽性者数を考慮することに

より値の減少を期待していた各緊急事態宣言期間におい 

ては，値に違いが見られなかった． 

次に，図11は目的地ごとの変量効果𝜀𝑗,𝑑の値を，陽性

者数を考慮しない場合・考慮する場合（式 (4)）・考慮

する場合（式 (8)）の3パターンで比較したものである．

図から，1回目と2回目の緊急事態宣言の間の2020年10月

26日ごろには陽性者数を考慮する場合（式 (4)）での値

の減少が，また，2回目と3回目の緊急事態宣言の間の

2021年4月18日ごろは陽性者数を考慮する場合（式 (8)）

での値が見られた．一方で，𝜀𝑖,𝑑と同様に陽性者数を考

慮することにより値の減少を期待していた各緊急事態宣

言期間においては，値に違いが見られなかった．また，

値の変化が見られた期間においても，その変化は小さく

変量効果の値を減らすことに十分に働いているとはいえ

なかった． 

これらのことから，陽性者数を考慮した場合でも，陽

性者数の情報が有意に働くのは一部の期間のみであり，

陽性者数を考慮しても変量効果の減少には繋がらなかっ

た． 

 

図10 出発地ごとの変量効果𝜺𝒊,𝒅の比較 

 

図11 目的地ごとの変量効果𝜺𝒋,𝒅の比較 

 

 

7. おわりに 

 

 本研究では，重力モデルを用いたコロナ禍での都道

府県間移動変化の分析を行い，コロナ前とコロナ禍での

移動の特徴の違いや，コロナ禍での時間経過による移動

の変化を明らかにした．単純で扱いやすい重力モデルを

用いることで，出発地と目的地の人口による影響や都道

府県間の時間距離による影響の変化を定量的に明らかに

することができた． 

また，変量効果の変化から，非観測要因の存在が確認

されたが，陽性者数を考慮したモデルの推定結果では，

モデルの精度の向上が見られず，モデルに影響を与える

非観測要因が陽性者数でないことを確認した． 

このような変化は，行動の「自粛」が要請されたとき

の反応として，貴重なエビデンスであり，変化の小さか

った人口の多い都市を目的地とした旅行ほどキャンセル

されにくいと予想される． 
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